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はじめに

法定検査の意義
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 浄化槽による適切な汚水処理が行われるためには、技術上の基準を満たした設置工事
が行われ、技術上の基準に従った保守点検・清掃が実施される必要がある。適切な設
置・維持管理等が行われていない場合、放流水の水質悪化や汚泥の流出等、公衆衛生
上あるいは生活環境保全上の悪影響を及ぼす恐れがある。

 法定検査にて浄化槽の設置や維持管理が適正に行われ、所期の性能が確保されてい
るかを確認する必要があり、また浄化槽の長寿命化や特定既存単独処理浄化槽に対す
る措置を検討する上でも、法定検査の結果が重要となる。

 法定検査の実施に関して、都道府県知事は管理者に対して必要な指導及び助言（必要
に応じて勧告又は命令）の措置を行う。



はじめに

法定検査の意義
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経年的には、都道府県間の差が小さくなり、より低い値に収束
⇒維持管理の適正化が図られてきている

11条検査の不適正率（都道府県別10年間隔）
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はじめに

法定検査受検率
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■受検率の
推移
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■都道府県別
の11条検査
受検率

64.9％（11条（合併））

47.1％（11条（全数））

27.8％（11条（単独））

94.9％（7条）

11条検査受検率
のさらなる向上が
必要

都道府県ごとの
ばらつきが大きい



受検率向上に向けた取組支援実施の経緯

法定検査受検率の向上に関する取り組み
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■平成17年浄化槽法改正
• 未受検者に対する指導等の規定

◆平成21年度調査
• 「浄化槽の法定検査の受検率向上に向けた取り組み事例」公表

■令和元年浄化槽法改正
• 浄化槽台帳の作成（法定検査の実施状況を記載）

• 特定既存単独処理浄化槽（法定検査結果の活用を想定）

• 環境大臣の責務（11検査に関する助言、情報提供、その他の支援）

◆令和４年度調査
• 事例集の改訂（「浄化槽の法定検査の受検率向上に向けた取り組み事例
集＜第２版＞」公表）

◆令和５年度調査
• 浄化槽法に基づく維持管理の向上に関する説明会（8月開催）

• 受検率向上を目指す都道府県に対する取組支援



受検率向上に向けた取組支援

取組支援の概要

目的 受検率向上を目指す都道府県に対し、課題解決に繋がる情報
を提供し、更なる受検率向上に向けた支援を行う

①ヒアリング

取組支援を希望する自治体に個別のヒアリングを実施

②対象自治体に関する情報整理

過年度業務で実施したアンケート調査結果等に基づき、対
象自治体における課題を整理

③対応策の提案

ヒアリング結果に基づき、優先的に取り組むべき課題、対応
策を検討したうえで提案

内容

希望のあった自治体の一部：
埼玉県、千葉県、山梨県、静岡県、大阪府、沖縄県

対象

6
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２機関体制に移行

対象自治体の受検率等（千葉県の例）
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一括契約（自動更新）

７条検査の申込方法変更

２機関体制に移行

未受検者への文書送付
業者による受検勧奨
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11条検査受検率と受検率向上のための取り組み 11条検査実施件数

7条検査受検率

受検率向上に向けた取組支援

効率化検査

令和３年度受検率：7条検査…78.2％、11条検査…13.5％



対象自治体における課題（千葉県の例）
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7条検査受検率が低調 建築確認を伴う設置分の前納率がきわめて
低い

建売住宅が多く、7条検査の受検勧奨が困
難

使用開始の報告がほとんど提出されない
7条検査の未受検者に対する行政指導は
行っていない

7条検査から11条検査へ
の移行率が低い

民間指定確認検査機関への指導は県の建築
部局が行うことが望ましいが、建築基準法
に規定されていない文書の添付であるため、
指導をしてもらえない

受検の義務への住民の理解が不足近隣住民が未受検であると、その話を聞い
て継続しなくなる

受検歴のない戸建住宅の浄化槽については、
住所等の情報が不正確で郵便物が届かない
ことが多いため、未受検者への文書通知を
行っていない

11条検査受検率が低調 今まで受検していなかった浄化槽管理者に
説明するのは、業者にとっても困難

浄化槽台帳情報の精査が不十分

浄化槽管理士の人数も減少しており、説明
の時間がとれない

住民の出費を増やす話をすると、保守点検
契約を打ち切られてしまう不安

業者から収集した情報は
活用が困難

紙に印刷された一覧表が
提出

活用の方針が明確になっ
ていない

収集様式と異なる様式で
の提出

今後の情報収集について、
業者からの反発が懸念

過去に業者から収集した
情報が活用されていない

今後の浄化槽台帳情報の精査方法について、
検討が必要

BOD検査の実施件数が増
やせない（土日受付）

試料を採取した後、2日以内に分析するこ
ととしている

受検率向上に向けた取組支援



対象自治体の受検率等（山梨県の例）
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令和３年度受検率：7条検査…96.1％、11条検査…16.2％



対象自治体における課題（山梨県の例）
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11条検査受検率が低調

指定検査機関における検
査員の採用が困難

未受検者への受検案内は、
送付件数を絞り込んでい
る

受検案内の送付や問い合
わせ対応を外部委託する
ための予算確保が必要

検査補助員（採水員）の
登録は多いが、あまり活
用されていない

時間外勤務や休日出勤が
多く、業務環境の改善が
必要

検査業務の効率化が不十
分

台帳情報の精度が低いこ
とから、受検案内の送付
に際して、情報の精査を
行いながら対象を抽出

受検案内の送付や問い合
わせ対応を浄化槽協会に
委託するためには、検査
員の増員が必要

一括契約をもっと広めて
いきたいが、業者側が積
極的でない

検査員の入れ替わりが激
しい

保守点検業者も人手不足

検査業務に従事する検査
員が不足

※予算要求中

※精査作業実施中

受検率向上に向けた取組支援



受検率向上に向けた取組支援

対応策の提案
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①7条検査の受検の徹底

• 建築確認時の浄化槽調書への7条検査申込書（料金納付書）の添付につ
いて、建築部局等による確認・指導を徹底する。

• 制度を周知する相手先（工事業者、指定確認検査機関等）を検討する。

• 他県の事例を参考にしながら、7条検査申込書を提出させる他の方法を検
討する。
 7条検査申込書の提出フローの例を紹介

＜対象自治体への提供が望まれる情報＞
7条検査申込書（料金納付書）が浄化槽調書に添付されていることを
建築部局や指定確認検査機関にチェックしてもらうための効果的な
方法に関する情報

各対象自治体では、共通の課題も認められるが、課題の
組み合わせが異なる

それぞれの自治体に適した対応策を提案



受検率向上に向けた取組支援

対応策の提案

12

②浄化槽台帳の整備と活用

• 県が浄化槽台帳の整備と活用に関する中長期的なロードマップを作成し、
それを関係者に示すことで情報提供等への協力を促す。
 台帳整備及びデータ活用に関するロードマップの例を紹介

• 台帳整備における各関係者の役割分担を明確にするとともに、指定検査
機関等の関係機関が浄化槽台帳データを活用できる体制を構築する。

③協議会の設立及び活用

• 受検率向上に向けた計画作成について協議し、数値目標等を設定する。

• 受検率向上に向けた取り組みについて、各関係者の役割分担を行う。

• 先行事例について情報共有し、今後の展開を検討する。

＜対象自治体への提供が望まれる情報＞
効果的な台帳情報の精査手法
…自治体の保有する情報と関連業者から収集した情報の突合条
件（突合に適した項目等）



受検率向上に向けた取組支援

対応策の提案
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④指定検査機関におけるDX化（業務の効率化）

• 未受検者対策を講じるうえで検査員の不足がボトルネックになるため、業
務の効率化及び業務環境の改善に向けてDX化を進める。
 各種デジタル技術の活用例及び導入効果を紹介

⑤自動継続申込みの仕組みの導入

• 対象自治体に適した自動継続の仕組みを検討する。
 自動継続方式の申込書等を紹介

⑥広報の実施方法の検討

• 効果的な広報の実施方法について検討する。

 他県で活用されてきた広告・宣伝の媒体や実施効果（過去のアンケー

ト調査結果）を紹介

＜対象自治体への提供が望まれる情報＞
継続申込に切り替えた場合の、検査実施に関する案内等のフロー



受検率向上に向けた取組支援

対応策の提案

⑦受検案内の内容及び問合せ対応の体制に関する検討

• 2巡目以降の文書発送に向けて、文書の位置付けや記載する文章につい
て検討する。
 未受検者に対する通知文書の例を紹介

• 他県の事例を参考にして、問合せ対応の外部委託について検討する。

⑧指定採水員制度の導入の検討

• 他県の事例を参考にして、対象自治体に適した指定採水員制度を検討し、
導入を目指す。
 指定採水員制度の概要を紹介

• 中長期の計画を立てて、検査手数料の見直しを検討する。

＜対象自治体への提供が望まれる情報＞
未受検者への受検案内に関する問い合わせ対応の外部委託（指定
検査機関等への委託）に関する詳細情報

＜対象自治体への提供が望まれる情報＞
検査手数料の見直し手順

14



受検率向上に向けた取組支援

対応策の提案
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⑨その他

• 検査員の増員方法の検討
 過年度調査結果の紹介（嘱託検査員、委託検査）

• 公共浄化槽の修繕費用の増加対策
 循環型社会形成推進交付金のメニュー紹介

• BOD検査の規定（試料採取から測定開始の期間）の見直し
 過年度調査結果及び文献の紹介

今後、「効果的な台帳情報の精査手法」や「検査手数料の見直し
手順」等の詳細な情報を提供することで、各自治体の受検率向
上に向けた取り組みをさらに支援できると考えられる

ご清聴ありがとうございました
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